
 
  
  
 
 
 
 
 
 

戦後 80 年 - 21 世紀のリスクに向き合う国連 

河野 毅 （国際社会学部 教授） 
No. 100（29 Sep. 2025）   

 「21 世紀は過去とさほど変わらない。もし国
家が平和を希求するなら、まだ兵器を使⽤しな
ければならない。狂気だ。だが、国際法や協⼒で
はなく、兵器が現実だ。どの国が⽣き残るかは
兵器が決めるのだ」。9 ⽉ 24 ⽇の国連⼀般討論
演説でウクライナのゼレンスキー⼤統領はこう
発⾔した。2022 年 2 ⽉からのロシアによる侵攻
が着々と進み、国⼟の 2 割ほどを失ったウクラ
イナの本⾳だ。 

爆撃と飢餓で多くの⼈命が失われるガザ戦争
の出⼝も⾒えない。9 ⽉ 17 ⽇、国連⼈権理事会
の調査委員会は、イスラエルがガザ地区で集団
殺害（ジェノサイドでは）を進めていると発表。
この報告内容を拒否したイスラエルは、少なく
ともまだ 100 万⼈のパレスチナ⼈が居住するガ
ザ地区の軍事制圧に乗り出した。ガザ地区制圧
の後は⻄岸だろう。 

ウクライナ戦争もガザ戦争に対しても世界の
平和と安全を確保する役割を負う国連安保理は
常任理事国の拒否権発動で拘束⼒のある決議が
できない（今年の総会⼀般討論演説で⽇本を含
む多くの国が拒否権の凍結や常任理事国数の増
加など安保理改⾰を訴えた）。同時に、世界各国
は国防予算を増額しており、ストックホルム平
和研究所は、2024 年だけで世界の国防予算は史
上最⾼の 2 兆 7 千億ドル（約 400 兆円）に達し
2025 年にはこの記録を更新するだろうと予測
している。 

9 ⽉ 24 ⽇に⼈⼯知能(AI)の責任ある活⽤（軍
事転⽤含む）を議論した安保理会議でも各国の
⾜並みは揃わない。各国は AI の危険性を理解し

つつも、AI を規制する世界共通の基準作りには
懐疑的だ。AI 開発で世界をリードする⽶国は世
界基準作りには猛反対だ。国連は、⽇進⽉歩の
AI 開発と活⽤のスピードに⾒合った世界基準が
作れるのだろうか。 

2015 年のパリ協定を国際協⼒と連携の模範
と誇った温暖化対策もうまくいかない。温暖化
対策は各国の産業、労働政策はもちろん、解氷
に伴う資源開発と安全保障環境の変化に直結し
ているからだ。そうこうしているうちに地球の
気温は毎年最⾼温度を更新している。9 ⽉ 24 ⽇
の国連気候変動サミットには 120 カ国が参加し
たが肝⼼の⽶国は⽋席し、⽇本も不在だった。
今年 11 ⽉にブラジルで開催予定の国連気候変
動枠組条約第 30 回締約国会議（COP30）は、
またしてもスピーチ・パーティーで終わるのだ
ろうか。 

戦争、温暖化、AI などリスクが襲いかかる世
界で国連は 80 周年を迎えた。国連好きは、最低
でも国連は各国が集まれる場を提供している、
と前向きだろうが、集まってどうなるのかが⼤
事と⾔い返すこともできる。 

もちろん 80 年の国連の⾜跡には誇れる例が
多い。特に経済社会分野、例えば国際⺠間航空
機関（ICAO）の基準がなければ安全な航空機の
運⾏はできないし、世界保健機関（WHO）や国
際労働機関（ILO）の基準は安全な⽣活のために
不可⽋だ。課題は、⼈権や安全保障という政治
分野で国益が衝突する場合である。国益の妥協
点を⾒つけるのは外交だが、武⼒が外交を押し
のける 21 世紀の到来に国連はどう向き合うのか。 
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 尹錫悦⼤統領の罷免 

冨樫 あゆみ 国際社会学部 准教授 
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 ⼤統領）による違憲、違法
⾏為は、国⺠の信任を背反するものであり、憲法
守護の観点から受容することができない、重⼤な
違法⾏為である」。2025 年 4 ⽉ 4 ⽇、尹錫悦⼤統
領の弾劾訴追案を審判した憲法裁判所は、⼤統領
の罷免を宣告した。非常戒厳令が発布されてから、
122 ⽇目であった。⼤統領罷免が宣⾔された瞬間、
街頭では、歓声と悲鳴が同時に響き渡った。現⾏
の韓国憲政史において、これほど暗く、⻑い４か
⽉があっただろうか。  

12 ⽉ 14 ⽇に弾劾訴追案が国会で議決された後、
韓国は⼤統領弾劾をめぐって、弾劾賛成派と反対
派が激しく衝突した。独裁政権と闘った⺠主運動
陣営のみならず、⺠主主義を信頼する市⺠にとっ
て、尹錫悦⼤統領による戒厳令は明確な憲法違反
であり、違法⾏為であった。⺠主陣営の⾔論⼈ら
は、12 ⽉の非常戒厳令発布を、すでに権⼒を握る
者が、⾃らの権⼒をより拡⼤強化することを目的
とする⾃主クーデター（self-coup, coup from the 
top）であったと断罪した。弾劾賛成派である⺠
主野党は、非常戒厳令を共謀したことなどを理由
として、⼤統領代⾏を務める韓悳洙

ハ ン ド ク ス
 国務総理の弾

劾訴追案を国会通過させるなど、政治攻勢を強め
た。 
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 ⼤統領は、憲法裁判所の審判に際
して直接弁論を⾏い、「戒厳令発布の目的は、野
党による不正選挙とスパイの実態を国⺠に啓蒙す
ることにあり、警告的性格であった」と詭弁を繰
り返した。⼤統領が所属する保守与党は、⼤統領
⽀持と弾劾反対を叫び続けた。保守与党の扇動に

答えるように、尹
ユン

錫
ソン

悦
ヨル

 ⼤統領を熱狂的に⽀持する
市⺠は、弾劾反対のデモを続けた。弾劾反対派は
過激化し、⼀部⽀持者は、1 ⽉ 19 ⽇⼤統領拘束令
状を発布したソウル⻄部地⽅法院（裁判所）を襲
撃した。その様⼦は、まさに、2021 年⽶国連邦議
会襲撃事件を彷彿とさせ、韓国社会は衝撃を受け
た。⽀持者２名が弾劾反対を叫び、焼⾝⾃殺した。 
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 ⼤統領が宣布した非常戒厳令は、韓国の
⾃由⺠主主義を脅かす存在として野党陣営を糾弾
し、戒厳軍が発布した布告令は、国⺠による政治
活動と⾔論の⾃由を制限した。これに対して、憲
法裁判所は、罷免宣告⽂において、尹政権に対す
る野党の政治攻勢を認めつつも、政権と野党の政
治対⽴は「⺠主主義的原理に則って解消されるべ
き政治的問題」であると述べた。 

正しく、そうなのだ。いかに様々に社会が分断
されようとも、双⽅間での応酬が激化しようとも、
それらを解消する⼿段が⺠主主義的価値観を毀損
するものであってはならない。 
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 は、内乱⾸魁（⾸謀者）罪で刑事訴追さ
れ、今後裁判が本格化する。尹

ユン
錫
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 政権は、「⺠
主主義の守護者」を掲げる価値外交を展開し、⽇
韓関係を正常化し、⽇⽶韓協⼒の強化にも寄与し
てきた。しかしながら、「⺠主主義の守護者」が
韓国⺠主主義を蹂躙した罪は、あまりにも重い。 
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戦後 80 年 - 21 世紀のリスクに向き合う国連 
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 「21 世紀は過去とさほど変わらない。もし国
家が平和を希求するなら、まだ兵器を使⽤しな
ければならない。狂気だ。だが、国際法や協⼒で
はなく、兵器が現実だ。どの国が⽣き残るかは
兵器が決めるのだ」。9 ⽉ 24 ⽇の国連⼀般討論
演説でウクライナのゼレンスキー⼤統領はこう
発⾔した。2022 年 2 ⽉からのロシアによる侵攻
が着々と進み、国⼟の 2 割ほどを失ったウクラ
イナの本⾳だ。 

爆撃と飢餓で多くの⼈命が失われるガザ戦争
の出⼝も⾒えない。9 ⽉ 17 ⽇、国連⼈権理事会
の調査委員会は、イスラエルがガザ地区で集団
殺害（ジェノサイドでは）を進めていると発表。
この報告内容を拒否したイスラエルは、少なく
ともまだ 100 万⼈のパレスチナ⼈が居住するガ
ザ地区の軍事制圧に乗り出した。ガザ地区制圧
の後は⻄岸だろう。 

ウクライナ戦争もガザ戦争に対しても世界の
平和と安全を確保する役割を負う国連安保理は
常任理事国の拒否権発動で拘束⼒のある決議が
できない（今年の総会⼀般討論演説で⽇本を含
む多くの国が拒否権の凍結や常任理事国数の増
加など安保理改⾰を訴えた）。同時に、世界各国
は国防予算を増額しており、ストックホルム平
和研究所は、2024 年だけで世界の国防予算は史
上最⾼の 2 兆 7 千億ドル（約 400 兆円）に達し
2025 年にはこの記録を更新するだろうと予測
している。 

9 ⽉ 24 ⽇に⼈⼯知能(AI)の責任ある活⽤（軍
事転⽤含む）を議論した安保理会議でも各国の
⾜並みは揃わない。各国は AI の危険性を理解し

つつも、AI を規制する世界共通の基準作りには
懐疑的だ。AI 開発で世界をリードする⽶国は世
界基準作りには猛反対だ。国連は、⽇進⽉歩の
AI 開発と活⽤のスピードに⾒合った世界基準が
作れるのだろうか。 

2015 年のパリ協定を国際協⼒と連携の模範
と誇った温暖化対策もうまくいかない。温暖化
対策は各国の産業、労働政策はもちろん、解氷
に伴う資源開発と安全保障環境の変化に直結し
ているからだ。そうこうしているうちに地球の
気温は毎年最⾼温度を更新している。9 ⽉ 24 ⽇
の国連気候変動サミットには 120 カ国が参加し
たが肝⼼の⽶国は⽋席し、⽇本も不在だった。
今年 11 ⽉にブラジルで開催予定の国連気候変
動枠組条約第 30 回締約国会議（COP30）は、
またしてもスピーチ・パーティーで終わるのだ
ろうか。 

戦争、温暖化、AI などリスクが襲いかかる世
界で国連は 80 周年を迎えた。国連好きは、最低
でも国連は各国が集まれる場を提供している、
と前向きだろうが、集まってどうなるのかが⼤
事と⾔い返すこともできる。 

もちろん 80 年の国連の⾜跡には誇れる例が
多い。特に経済社会分野、例えば国際⺠間航空
機関（ICAO）の基準がなければ安全な航空機の
運⾏はできないし、世界保健機関（WHO）や国
際労働機関（ILO）の基準は安全な⽣活のために
不可⽋だ。課題は、⼈権や安全保障という政治
分野で国益が衝突する場合である。国益の妥協
点を⾒つけるのは外交だが、武⼒が外交を押し
のける 21 世紀の到来に国連はどう向き合うのか。 
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 「21 世紀は過去とさほど変わらない。もし国
家が平和を希求するなら、まだ兵器を使⽤しな
ければならない。狂気だ。だが、国際法や協⼒で
はなく、兵器が現実だ。どの国が⽣き残るかは
兵器が決めるのだ」。9 ⽉ 24 ⽇の国連⼀般討論
演説でウクライナのゼレンスキー⼤統領はこう
発⾔した。2022 年 2 ⽉からのロシアによる侵攻
が着々と進み、国⼟の 2 割ほどを失ったウクラ
イナの本⾳だ。 

爆撃と飢餓で多くの⼈命が失われるガザ戦争
の出⼝も⾒えない。9 ⽉ 17 ⽇、国連⼈権理事会
の調査委員会は、イスラエルがガザ地区で集団
殺害（ジェノサイドでは）を進めていると発表。
この報告内容を拒否したイスラエルは、少なく
ともまだ 100 万⼈のパレスチナ⼈が居住するガ
ザ地区の軍事制圧に乗り出した。ガザ地区制圧
の後は⻄岸だろう。 

ウクライナ戦争もガザ戦争に対しても世界の
平和と安全を確保する役割を負う国連安保理は
常任理事国の拒否権発動で拘束⼒のある決議が
できない（今年の総会⼀般討論演説で⽇本を含
む多くの国が拒否権の凍結や常任理事国数の増
加など安保理改⾰を訴えた）。同時に、世界各国
は国防予算を増額しており、ストックホルム平
和研究所は、2024 年だけで世界の国防予算は史
上最⾼の 2 兆 7 千億ドル（約 400 兆円）に達し
2025 年にはこの記録を更新するだろうと予測
している。 

9 ⽉ 24 ⽇に⼈⼯知能(AI)の責任ある活⽤（軍
事転⽤含む）を議論した安保理会議でも各国の
⾜並みは揃わない。各国は AI の危険性を理解し

つつも、AI を規制する世界共通の基準作りには
懐疑的だ。AI 開発で世界をリードする⽶国は世
界基準作りには猛反対だ。国連は、⽇進⽉歩の
AI 開発と活⽤のスピードに⾒合った世界基準が
作れるのだろうか。 

2015 年のパリ協定を国際協⼒と連携の模範
と誇った温暖化対策もうまくいかない。温暖化
対策は各国の産業、労働政策はもちろん、解氷
に伴う資源開発と安全保障環境の変化に直結し
ているからだ。そうこうしているうちに地球の
気温は毎年最⾼温度を更新している。9 ⽉ 24 ⽇
の国連気候変動サミットには 120 カ国が参加し
たが肝⼼の⽶国は⽋席し、⽇本も不在だった。
今年 11 ⽉にブラジルで開催予定の国連気候変
動枠組条約第 30 回締約国会議（COP30）は、
またしてもスピーチ・パーティーで終わるのだ
ろうか。 

戦争、温暖化、AI などリスクが襲いかかる世
界で国連は 80 周年を迎えた。国連好きは、最低
でも国連は各国が集まれる場を提供している、
と前向きだろうが、集まってどうなるのかが⼤
事と⾔い返すこともできる。 

もちろん 80 年の国連の⾜跡には誇れる例が
多い。特に経済社会分野、例えば国際⺠間航空
機関（ICAO）の基準がなければ安全な航空機の
運⾏はできないし、世界保健機関（WHO）や国
際労働機関（ILO）の基準は安全な⽣活のために
不可⽋だ。課題は、⼈権や安全保障という政治
分野で国益が衝突する場合である。国益の妥協
点を⾒つけるのは外交だが、武⼒が外交を押し
のける 21 世紀の到来に国連はどう向き合うのか。 
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 トランプ関税ドラマ:雨降って泥沼 

河野 毅 国際社会学部 教授 

トランプ関税（世界各国に一律 10％の最低税率
＋約 60 カ国と地域に上乗せ税率）は 4 月 9 日に
発動された。翌 10 日に上乗せ関税分だけは、報
復措置をとっていない国に対し 90 日間停止という
ことになった。停止の理由はアメリカ国債の金利
急騰が背景と報道されている。対日トランプ関税
は上乗せ分 14%が当面免除され 10%となったが、
鉄鋼・アルミ製品、自動車関税は残ったままだ。
中国は報復したため、関税が上乗せされ、145%
の一律関税を課されることになった。これに対し
中国は再報復で 125%をアメリカに課すことに決
め、貿易戦争が深刻化した。 

トランプ大統領は、自国の慢性的経常収支の赤
字を見て、アメリカが日本含む他国から「レイプ
されている」と主張し、関税を使ってアメリカ国
内の製造業を「復活」させると主張。ただ、アメ
リカ経済には構造的な特徴がある。アメリカでは
生産より消費が好調で（景気が良い兆候）、経常
収支（国の対外的な経済取引の指標）が慢性的赤
字である。アメリカ人は購買意欲が高く、クレジ
ットを使い手頃な価格の外国製品を買って大きな
家を一杯にする消費主義の国だ（中国からの輸入
額は総輸入額の約 2 割）。一方、世界の工場中国
は、手頃な価格の製品を大量に輸出する経常収支
黒字の大国だ（対米輸出額は全体の 2 割弱）。 

では、アメリカの消費者が海外に支払ったドル
はどこへ行くのか？経常収支が黒字の各国はアメ
リカ国債を買い、アメリカに投資し、アメリカ政
府予算を支えるという持ちつ持たれつのカネの流
れがある（日・中が米国債全体の約1/4を所有）。
世界の基軸通貨としてのドルが安定し信頼される

ことがアメリカの利益だが、この関税ドラマでド
ルへの信頼が揺らいでいる。 

トランプ大統領は消費大国アメリカに製造業を
復活させる夢を見ている。そのために鉄鋼・アル
ミ製品、自動車関税は継続している。しかし、ア
メリカに製造業を復活させるのは容易ではない。
昨年の売上高上位の米国企業は 1 位ウォルマート
（小売）、2 位アマゾン（小売）、3 位アップル
（コンピュータ）であるが、3 位アップル製品の
多くは中国製だ。若きトランプ氏が不動産会社社
⾧となった 1971 年には 1 位ジェネラル・モータ
ース（自動車）、2 位エクソン（石油）、3 位フォ
ード（自動車）だったことを見ると、アメリカの
産業構造は大きく変化した事がわかる。 

製造業はロボット化が進む産業でアメリカ人労
働者の雇用の拡大は期待できない。さらにアメリ
カが得意な金融・情報・サービス産業の更なる発
明から政府が手を引き始めている。経済学者のマ
ッツカートが説明する通り、iPhone に必要なチッ
プ、メモリー、ディスプレイ、タッチスクリーン、
リチウム電池、アルゴリズム、インターネット、
GPS は米国政府の支援で軍と大学の研究所が発明
した技術だ。アメリカの底力は強力な産官学ネッ
トワークと自由市場だ。しかし、トランプ政権は
「政府効率化」の名の下、政府の研究所や大学へ
の補助金を停止・削減し始めた。 

泥沼化する貿易戦争という「雨」で「地固まる」
のはいつだろうか？アメリカが自らを弱体化して
いるのではないかと心配しつつ、「いじめっ子」
アメリカ抜きの世界秩序を模索する動きが加速化
している。 
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